
- 2 - 

令和 ３ 年１２月２８日 

〇条例 

小田原市立病院の診療報酬等に関する条例の一部を改正する条例 

〇規則 

小田原市自転車駐車場条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則 

小田原市市税条例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市自転車駐車場条例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部

を改正する規則 



小田原市立病院の診療報酬等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  令和 ３ 年１２月２８日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市条例第４１号 

小田原市立病院の診療報酬等に関する条例の一部を改正する条例 

小田原市立病院の診療報酬等に関する条例（昭和４１年小田原市条例第６０号）の一

部を次のように改正する。 

別表第２産科医療補償制度負担金の項中「１６，０００」を「１２，０００」に改め

る。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第２産科医療補償制度負担金の項の規定は、この条例の施行の日以後

に支払理由の生じた産科医療補償制度負担金について適用する。 



 

小田原市自転車駐車場条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則をここに公

布する。 

 

  令和 ３ 年１２月２８日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第４８号 

   小田原市自転車駐車場条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則 

 小田原市自転車駐車場条例の一部を改正する条例（令和２年小田原市条例第４８号）

の施行期日は、令和４年４月１日とする。 



小田原市市税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ３ 年１２月２８日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第４９号 

小田原市市税条例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市市税条例施行規則（昭和５０年小田原市規則第３６号）の一部を次のように

改正する。 

様式第４５号備考に次のように加える。 

４ 標識の地には、標識の機能を損なわない範囲において、別に市長が定める図画

及び文字を表示することができる。この場合においては、この様式に定める標識

の文字及び数字の位置及び大きさを適宜変更することができる。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 



小田原市自転車駐車場条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ３ 年１２月２８日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第５０号 

小田原市自転車駐車場条例施行規則の一部を改正する規則  

小田原市自転車駐車場条例施行規則（平成２７年小田原市規則第５４号）の一部を次

のように改正する。 

題名の次に次の目次及び章名を付する。  

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 自転車駐車場（第３条～第１２条）  

第３章 会議室（第１３条～第２０条） 

第４章 雑則（第２１条・第２２条） 

附則 

第１章 総則 

第１条中「第１６条」を「第２３条」に改める。  

第２条の次に次の章名を付する。 

第２章 自転車駐車場 

 第３条の見出しを「（自転車駐車場の定期使用の許可）」に改める。  

 第４条の見出しを「（自転車駐車場の一時使用の許可）」に改める。  

第９条の見出しを「（自転車駐車場の利用料金の還付基準）」に改め、同条第１号中

「使用者」を「条例第８条第１項の許可を受けた者（以下この条及び第１２条において

「使用者」という。）」に改める。 

第１０条の見出しを「（自転車駐車場の使用許可の取消し等の通知）」に改める。  

第１１条第１項中「第１５条第１項」を「第１４条第１項」に改め、同条第２項中

「第１５条第１項」を「第１４条第１項」に、「第１５条第２項」を「第１４条第２  

項」に改める。 



第１３条中「自転車駐車場」を「自転車駐車場等」に改め、同条を第２２条とし、第

１２条の次に次の１章、章名及び１条を加える。 

第３章 会議室 

（会議室の使用の許可） 

第１３条 条例第１７条において読み替えて準用する条例第８条第１項前段の許可（以

下「会議室の使用許可」という。）を受けようとする者は、施設を使用しようとする

日の属する月の４月前の月の初日（その日が休場日に当たるときは、その翌日以後最

初の休場日以外の日）から当該使用しようとする日までの期間（指定管理者が特別の

理由があると認めるときは、指定管理者が定める期間）内に、次に掲げる事項を記載

した申請書により指定管理者に申請しなければならない。 

(1) 申請者の住所、団体名、氏名及び電話番号 

(2) 使用責任者の住所、氏名及び電話番号 

(3) 使用施設名並びに使用目的及び内容 

(4) 使用月日及び使用時間 

(5) 使用予定人員 

(6) 入場料その他これに類する料金の徴収及び物品の販売の有無 

(7) 前各号に掲げるもののほか、指定管理者が必要と認める事項 

２ 指定管理者は、前項の規定による申請があったときは、その適否を決定し、申請し

た者に通知するものとする。 

（会議室の使用許可の変更） 

第１４条 条例第１７条において読み替えて準用する条例第８条第１項後段の許可を受

けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書に指定管理者が必要と認める書

類を添えて指定管理者に申請しなければならない。 

(1) 申請者の住所、団体名、氏名及び電話番号 

(2) 会議室の使用許可の内容の変更の理由 

(3) 会議室の使用許可の内容の変更事項 

(4) 前３号に掲げるもののほか、指定管理者が必要と認める事項 

２ 指定管理者は、前項の規定による申請があったときは、他の使用者の使用に支障が

生じない場合に限り、許可することができる。  

（会議室の使用の取りやめの届出） 



第１５条 会議室の使用許可を受けた者（第１８条において「使用者」という。）は、

当該許可に係る使用を取りやめようとするときは、次に掲げる事項を記載した届出書

に第１３条第２項（第１９条第２項において準用する場合を含む。）の規定により通

知された文書を添えて、指定管理者に届け出なければならない。ただし、指定管理者

が特に認めた場合は、この限りでない。 

(1) 申請者の住所、団体名、氏名及び電話番号 

(2) 会議室の使用の取りやめの理由 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、指定管理者が必要と認める事項 

（会議室の利用料金の差額の徴収） 

第１６条 第１４条第２項の規定により使用内容の変更を許可した場合において利用料

金に差額が生じたときは、その差額を徴収する。  

２ 前項の差額は、第１４条の許可の際に徴収する。  

（会議室の利用料金の減免） 

第１７条 条例第１９条の規定により利用料金を減額し、又は免除する基準は、次の各

号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定めるところによる。 

(1) 市が公用のために使用する場合 免除 

(2) 前号に掲げる場合のほか、指定管理者が特に必要と認める場合 指定管理者が定

める額の減額又は免除 

２ 条例第１９条の規定による利用料金の減額又は免除を受けようとする者は、条例第

１７条において読み替えて準用する条例第８条第１項の許可を申請する際に申請しな

ければならない。ただし、指定管理者が特別の理由があると認めるときは、この限り

でない。 

（会議室の利用料金の還付基準） 

第１８条 条例第２０条ただし書の規定により利用料金を還付する基準は、次の各号に

掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定めるところによる。 

(1) 使用者の責めに帰すことができない理由により、許可を受けた施設の全部を使用

できなかったとき 既納の利用料金の全額 

(2) 使用者の責めに帰すことができない理由により、許可を受けた施設の一部を使用

できなかったとき 指定管理者が定める額 

(3) 使用者が、使用の日の１０日前までに使用の変更を申請し、指定管理者の許可を



受けた場合であって、既納の利用料金の額が変更後の利用料金の額を超えるとき       

既納の利用料金の額から変更後の利用料金の額を差し引いて得た額 

(4) 使用者が、使用の日の１０日前までに使用の取りやめの届出をしたとき 既納の

利用料金の全額 

（会議室の使用許可の取消し等の通知等） 

第１９条 第１０条の規定は、会議室の使用許可の取消し及び中止について準用する。

この場合において、同条中「第１３条」とあるのは「第１７条において読み替えて準

用する条例第１３条」と、「第８条第１項」とあるのは「第１７条において読み替え

て準用する条例第８条第１項」と、「とする。ただし、一時使用許可にあっては、こ

の限りでない」とあるのは「とする」と読み替えるものとする。  

２ 第１３条第２項の規定は、第１４条第１項及び第１７条第２項の規定による申請が

あった場合について準用する。 

（会議室の入場者の遵守事項） 

第２０条 入場者は、会議室内において次の事項を守らなければならない。 

(1) 喫煙しないこと。 

(2) 飲酒しないこと。 

(3) 火気を使用しないこと。ただし、指定管理者が適当と認める場合は、この限りで

ない。 

(4) 特に承認を受けたもののほか、所定の場所に備え付けた設備を移動しないこと。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、指定管理者が管理上必要と認めて、施設内に掲示し 

た事項 

第４章 雑則 

（損害の届出） 

第２１条 使用者（条例第８条第１項の許可（条例第１７条において準用する場合を含

む。）を受けた者をいう。）は、自転車駐車場等の建物、施設又は設備を損傷し、又

は滅失したときは、速やかに、理由を付して指定管理者に届け出なければならない。  

附 則 

 この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



 

小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ３ 年１２月２８日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第５１号 

小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を 

定める条例施行規則の一部を改正する規則 

小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例施行規則（平成２６年小田原市規則第４７号）の一部を次のように改正する。 

目次中「  第３節 特例地域型保育給付費に関する基準（第５０条・第５１条）」を 

「 第３節 特例地域型保育給付費に関する基準（第５０条・第５１条） 

第４章 雑則（第５２条）                    」 
に改める｡ 

第４条第２項から第６項までを削る。 

第３７条第２項を削る。 

本則に次の１章を加える。 

第４章 雑則 

（電磁的記録等） 

第５２条 特定教育・保育施設等は、記録、作成、保存その他これらに類するもののう

ち、この規則の規定において書面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、 

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙

その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）により行うことが規定されてい 

るものについては、当該書面等に代えて、当該書面等に係る電磁的記録（電子的方式、 

磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下この条において

同じ。）により行うことができる。 

２ 特定教育・保育施設等は、この規則の規定による書面等の交付又は提出については、

当該書面等が電磁的記録により作成されている場合には、当該書面等の交付又は提出



 

に代えて、第４項で定めるところにより、教育・保育給付認定保護者の承諾を得て、

当該書面等に記載すべき事項（以下この条において「記載事項」という。）を電子情

報処理組織（特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と、教育・保育給付認定

保護者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。

以下この条において同じ。）を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法

であって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供

することができる。この場合において、当該特定教育・保育施設等は、当該書面等を

交付し、又は提出したものとみなす。 

(1) 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

ア 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と教育・保育給付認定保護者の

使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受信者の使用

に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

イ 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録さ

れた記載事項を電気通信回線を通じて教育・保育給付認定保護者の閲覧に供し、

教育・保育給付認定保護者の使用に係る電子計算機に備えられた当該教育・保育

給付認定保護者のファイルに当該記載事項を記録する方法（電磁的方法による提

供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては、特定教育・保 

育施設等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方 

法） 

(2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項

を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイルに記載事項を記録

したものを交付する方法 

３ 前項各号に掲げる方法は、教育・保育給付認定保護者がファイルへの記録を出力す

ることによる文書を作成することができるものでなければならない。 

４ 特定教育・保育施設等は、第２項の規定により記載事項を提供しようとするときは、

あらかじめ、当該記載事項を提供する教育・保育給付認定保護者に対し、その用いる

次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得な

ければならない。 

(1) 第２項各号に規定する方法のうち特定教育・保育施設等が使用するもの 

(2) ファイルへの記録の方式 



 

５ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施設等は、当該教育・保育給付認定保

護者から文書又は電磁的方法により、電磁的方法による提供を受けない旨の申出があ

ったときは、当該教育・保育給付認定保護者に対し、第２項に規定する記載事項の提

供を電磁的方法によってしてはならない。ただし、当該教育・保育給付認定保護者が

再び前項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。 

６ 第２項から前項までの規定は、この規則の規定による書面等による同意の取得につ 

いて準用する。この場合において、第２項中「書面等の交付又は提出」とあり、及び

「書面等に記載すべき事項（以下この条において「記載事項」という。）」とあるの 

は「書面等による同意」と、「第４項」とあるのは「第６項において準用する第４ 

項」と、「提供する」とあるのは「得る」と、「書面等を交付し、又は提出した」と 

あるのは「書面等による同意を得た」と、同項第１号イ中「記載事項」とあるのは 

「同意に関する事項」と、「提供を受ける」とあるのは「同意を行う」と、「受けな

い」とあるのは「行わない」と、同項第２号中「記載事項」とあるのは「同意に関す

る事項」と、「交付する」とあるのは「得る」と、第３項中「前項各号」とあるのは

「第６項において準用する前項各号」と、第４項中「第２項の」とあるのは「第６項

において準用する第２項の」と、「記載事項を提供しよう」とあるのは「同意を得よ

う」と、「記載事項を提供する」とあるのは「同意を得ようとする」と、同項第１号 

中「第２項各号」とあるのは「第６項において準用する第２項各号」と、第５項中 

「前項」とあるのは「次項において準用する前項」と、「提供を受けない」とあるの

は「同意を行わない」と、「第２項に規定する記載事項の提供」とあるのは「この規

則の規定による書面等による同意の取得」と読み替えるものとする。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 



 

小田原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則の一部

を改正する規則をここに公布する。 

 

  令和 ３ 年１２月２８日 

 

小田原市長 守 屋 輝 彦       

 

小田原市規則第５２号 

小田原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規 

則の一部を改正する規則 

小田原市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則（平成

２６年小田原市規則第４９号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第５章 事業所内保育事業（第３９条～第４５条）」を 

「第５章 事業所内保育事業（第３９条～第４５条） 

第６章 雑則（第４６条）           」 
に改める。 

本則に次の１章を加える。 

第６章 雑則 

（電磁的記録） 

第４６条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記録、作成その他これらに類するもの 

のうち、この規則の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、

複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙 

その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又 

は想定されるものについては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方 

式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記 

録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うこ 

とができる。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 


